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説 明 書

議案第35号 島田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について

平成29年３月に公布された地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律

（平成29年法律第２号）の施行に伴い、国民健康保険税の課税額の定義を変更するた

め、条例の一部を改正し、平成30年４月１日から施行しようとするものです。

参考は、別紙のとおりです。

議案第36号 島田市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例について

平成30年２月に公布された非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の

一部を改正する政令の施行に伴い、非常勤消防団員等に扶養親族がある場合の、損害

補償の算定の基礎となる額の加算額を変更するため、条例の一部を改正し、平成30年

４月１日から施行しようとするものです。

参考は、別紙のとおりです。

議案第37号 川根地区広域施設組合の解散について

島田市と川根本町で設置するし尿処理施設「クリーンピュア川根」を運営する川根

地区広域施設組合を、川根本町との協議により平成30年３月31日をもって解散するこ

とについて、地方自治法（昭和22年法律第67号）第290条の規定に基づき議会の議決

を求めるものです。

参考は、別紙のとおりです。

議案第38号 川根地区広域施設組合の解散に伴う財産処分について

島田市と川根本町で設置するし尿処理施設「クリーンピュア川根」を運営する川根

地区広域施設組合の解散に伴う財産処分について、地方自治法第290条の規定に基づ

き議会の議決を求めるものです。
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島田市国民健康保険税条例

（課税額）

第２条 前条の者に対して課する国民健康保険税の課税額は、世帯主及びその世帯に

属する国民健康保険の被保険者につき算定した次に掲げる額の合算額とする。

(1) 基礎課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険に関する特別会計において

負担する国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険法（昭和33年法律第192

号）の規定による国民健康保険事業費納付金（以下この条において「国民健康保

険事業費納付金」という｡)の納付に要する費用のうち、県の国民健康保険に関す

る特別会計において負担する高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第

80号）の規定による後期高齢者支援金等（以下この条において「後期高齢者支援

金等」という｡)及び介護保険法（平成９年法律第123号）の規定による納付金

（以下この条において「介護納付金」という｡)の納付に要する費用に充てる部分

を除く｡)に充てるための国民健康保険税の課税額をいう。以下同じ｡)

(2) 後期高齢者支援金等課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険事業費納付

金の納付に要する費用（県の国民健康保険に関する特別会計において負担する後

期高齢者支援金等の納付に要する費用に充てる部分に限る｡)に充てるための国民

健康保険税の課税額をいう。以下同じ｡)

(3) 介護納付金課税被保険者（国民健康保険の被保険者のうち、介護保険法第９条

第２号に規定する第２号被保険者であるものをいう。以下同じ｡)につき算定した

介護納付金課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険事業費納付金の納付に

要する費用（県の国民健康保険に関する特別会計において負担する介護納付金の

納付に要する費用に充てる部分に限る｡)に充てるための国民健康保険税の課税額

をいう。以下同じ｡)

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く｡)及びその世帯

に属する国民健康保険の被保険者につき算定した所得割額及び資産割額並びに被保

険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が54万円を

超える場合においては、基礎課税額は、54万円とする。

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除

く｡)及びその世帯に属する被保険者につき算定した所得割額、被保険者均等割額及

び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が19万円を超える場合にお

いては、後期高齢者支援金等課税額は、19万円とする。

４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護納付金課税被保険者である世帯主（前

条第２項の世帯主を除く｡)及びその世帯に属する介護納付金課税被保険者につき算

定した所得割額並びに被保険者均等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が16

万円を超える場合においては、介護納付金課税額は、16万円とする。

議案第35号
参 考
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（課税額）

第２条 前条の者に対して課する国民健康保険税の課税額は、世帯主及びその世帯に

属する国民健康保険の被保険者につき算定した基礎課税額（国民健康保険税のう

ち、国民健康保険に要する費用（高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律

第80号）の規定による後期高齢者支援金等（以下この条において「後期高齢者支援

金等」という｡)及び介護保険法（平成９年法律第123号）の規定による納付金の納

付に要する費用を除く｡)に充てるための国民健康保険税の課税額をいう。以下同

じ｡)及び後期高齢者支援金等課税額（国民健康保険税のうち、後期高齢者支援金等

の納付に要する費用に充てるための国民健康保険税の課税額をいう。以下同じ｡)並

びに当該世帯主及び当該世帯に属する国民健康保険の被保険者のうち同法第９条第

２号に規定する被保険者であるものにつき算定した介護納付金課税額（国民健康保

険税のうち、同法の規定による納付金の納付に要する費用に充てるための国民健康

保険税の課税額をいう。以下同じ｡)の合算額とする。

２ 前項の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く｡)及びその世帯に属す

る国民健康保険の被保険者につき算定した所得割額及び資産割額並びに被保険者均

等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が54万円を超える

場合においては、基礎課税額は、54万円とする。

３ 第１項の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く｡)及

びその世帯に属する被保険者につき算定した所得割額、被保険者均等割額及び世帯

別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が19万円を超える場合において

は、後期高齢者支援金等課税額は、19万円とする。

４ 第１項の介護納付金課税額は、介護納付金課税被保険者（国民健康保険の被保険

者のうち介護保険法第９条第２号に規定する被保険者であるものをいう。以下同

じ｡)である世帯主（前条第２項の世帯主を除く｡)及びその世帯に属する介護納付金

課税被保険者につき算定した所得割額並びに被保険者均等割額の合算額とする。た

だし、当該合算額が16万円を超える場合においては、介護納付金課税額は、16万円
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（国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額）

第６条 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定める額とする。

(1) 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第８号の規定により被

保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失した日の前日以後継続して

同一の世帯に属するものをいう。以下同じ｡)と同一の世帯に属する被保険者が属

する世帯であって同日の属する月（以下この号において「特定月」という｡)以後

５年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に

限る｡)をいう。次号、第９条及び第23条において同じ｡)及び特定継続世帯（特定

同一世帯所属者と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であって特定月以後

５年を経過する月の翌月から特定月以後８年を経過する月までの間にあるもの

（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る｡)をいう。第３号、第９条及び第

23条において同じ｡)以外の世帯 ２万1,600円

(2) 省略

(3) 省略
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とする。

（国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額）

第６条 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定める額とする。

(1) 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第

６条第８号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失

した日の前日以後継続して同一の世帯に属するものをいう。以下同じ｡)と同一の

世帯に属する被保険者が属する世帯であって同日の属する月（以下この号におい

て「特定月」という｡)以後５年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他

の被保険者がいない場合に限る｡)をいう。次号、第９条及び第23条において同

じ｡)及び特定継続世帯（特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する被保険者が属

する世帯であって特定月以後５年を経過する月の翌月から特定月以後８年を経過

する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る｡)をい

う。第３号、第９条及び第23条において同じ｡)以外の世帯 ２万1,600円

(2) 省略

(3) 省略
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島田市消防団員等公務災害補償条例

（損害補償を受ける権利）

第２条 非常勤消防団員が公務により死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は

公務による負傷若しくは疾病により死亡し、若しくは障害の状態となった場合又は

消防法第25条第１項若しくは第２項（これらの規定を同法第36条第８項において準

用する場合を含む｡)若しくは第29条第５項（同法第30条の２及び第36条第８項にお

いて準用する場合を含む｡)の規定により消防作業に従事した者（以下「消防作業従

事者」という｡)、同法第35条の10第１項の規定により救急業務に協力した者（以下

「救急業務協力者」という｡)又は水防法第24条の規定により水防に従事した者（以

下「水防従事者」という｡)若しくは災害対策基本法第65条第１項（同条第３項（原

子力災害対策特別措置法第28条第２項の規定により読み替えて適用される場合を含

む｡)において準用する場合及び同項の規定により読み替えて適用される場合を含

む｡)の規定若しくは災害対策基本法第65条第２項において準用する同法第63条第２

項の規定による応急措置の業務に従事した者（以下「応急措置従事者」という｡)が

消防作業若しくは水防（以下「消防作業等」という｡)に従事し、若しくは救急業務

に協力し、又は応急措置の業務に従事したことにより死亡し、負傷し、若しくは疾

病にかかり、又は消防作業等に従事し、若しくは救急業務に協力し、又は応急措置

の業務に従事したことによる負傷若しくは疾病により死亡し、若しくは障害の状態

となったときは、市長は、損害補償を受けるべき者に対して、その者がこの条例に

よって損害補償を受ける権利を有する旨を速やかに通知しなければならない。

（補償基礎額）

第５条 省略

２ 省略

３ 次の各号のいずれかに該当する者で、非常勤消防団員又は消防作業従事者等（以

下「非常勤消防団員等」という｡)の死亡若しくは負傷の原因である事故が発生した

日又は診断により死亡の原因である疾病の発生が確定した日若しくは診断により疾

病の発生が確定した日において、他に生計のみちがなく主として非常勤消防団員等

の扶養を受けていたものを扶養親族とし、扶養親族のある非常勤消防団員等につい

ては、前項の規定による金額に、第１号又は第３号から第６号までのいずれかに該

当する扶養親族については１人につき217円を、第２号に該当する扶養親族につい

ては１人につき333円を、それぞれ加算して得た額をもって補償基礎額とする。

議案第36号
参 考
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（損害補償を受ける権利）

第２条 非常勤消防団員が公務により死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は

公務による負傷若しくは疾病により死亡し、若しくは障害の状態となった場合又は

消防法第25条第１項若しくは第２項（同法第36条において準用する場合を含む｡)若

しくは第29条第５項（同法第30条の２及び第36条において準用する場合を含む｡)の

規定により消防作業に従事した者（以下「消防作業従事者」という｡)、同法第35条

の10第１項の規定により救急業務に協力した者（以下「救急業務協力者」という｡)

又は水防法第24条の規定により水防に従事した者（以下「水防従事者」という｡)若

しくは災害対策基本法第65条第１項（同条第３項（原子力災害対策特別措置法第28

条第２項の規定により読み替えて適用される場合を含む｡)において準用する場合及

び同項の規定により読み替えて適用される場合を含む｡)の規定若しくは災害対策基

本法第65条第２項において準用する同法第63条第２項の規定による応急措置の業務

に従事した者（以下「応急措置従事者」という｡)が消防作業若しくは水防（以下

「消防作業等」という｡)に従事し、若しくは救急業務に協力し、又は応急措置の業

務に従事したことにより死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は消防作業等

に従事し、若しくは救急業務に協力し、又は応急措置の業務に従事したことによる

負傷若しくは疾病により死亡し、若しくは障害の状態となったときは、市長は、損

害補償を受けるべき者に対して、その者がこの条例によって損害補償を受ける権利

を有する旨を速やかに通知しなければならない。

（補償基礎額）

第５条 省略

２ 省略

３ 次の各号のいずれかに該当する者で、非常勤消防団員又は消防作業従事者等（以

下「非常勤消防団員等」という｡)の死亡若しくは負傷の原因である事故が発生した

日又は診断により死亡の原因である疾病の発生が確定した日若しくは診断により疾

病の発生が確定した日において、他に生計のみちがなく主として非常勤消防団員等

の扶養を受けていたものを扶養親族とし、扶養親族のある非常勤消防団員等につい

ては、前項の規定による金額に、第１号に該当する扶養親族については333円を、

第２号に該当する扶養親族については１人につき267円（非常勤消防団員等に第１

号に該当する者がない場合には、そのうち１人については333円）を、第３号から

第６号までのいずれかに該当する扶養親族については１人につき217円（非常勤消

防団員等に第１号に該当する者及び第２号に該当する扶養親族がない場合には、そ

のうち１人については300円）を、それぞれ加算して得た額をもって補償基礎額と

する。
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川根地区広域施設組合の解散についての協議書（案）

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 288 条の規定により、平成 30 年

３月 31 日をもって、川根地区広域施設組合を解散することについて協議し、

これに同意した。

平成 年 月 日

川 根 本 町 長 鈴 木 敏 夫

島 田 市 長 染 谷 絹 代

議案第37号
参 考
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